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1問 題提起

本稿 は、神 奈川 大学国際経営研究所 「中小企業研究 プ ロジェク ト」の一環 と して、

湘 南地域 中小企業 に関す る実態調 査がべ一 ス となってい る。 中小企業 の実態調査 を

通 じて強 く感 じてい るこ とは、多 くの会社 が 自社独創 的な価値創 造や業務革新 に関

す る職務は、経営者だ けの機 能であ り、その他 の中堅管理職や社員 は 日々のオペ レー

シ ョン業務 に追 われ 、 自社 の競争 力強化や事業革新 に関 しては職 務外 の ことと して

認 識 してい る とい うことであ る。 したが って、 自社 が属 してい る業界 の展望 、 自社

の現状 、そ して今 後 の事 業方 向や競争 力 強化 のた めの頭脳 的な職 務 は、経営者1人

の孤独 な戦い となっている。 この背 景 には、 ほ とん どの 中小企 業が財務 的 問題や人

材獲得 の問題 もあ り、企画業務 にかかわ るスタ ッフ組織 を抱 え られ ない ことにあ る

だ ろ う。

しか し中小企業 の中で も、社 内に企 画部分 とい う頭脳集 団、 も しくは組織 を置 か

な くて も、経営者 の リー ダー シ ップやマネジメ ン トの仕組み を工夫す ることに よ り、

全 社的 な知識革新 に励む企業 もある。 それ らの企業 は、経 営者 自らが必読書 を社員

に配 り、読む こ とを進 めた り、 あるい は経営者 自身 が コー デ ィネー ター とな り、勉

強会 を開いた りして 、個 々の力 を伸 ばす努力 を して いる。 そ して個 々の力量 を 自社

の組織 力 として具現化 しよ うとす る経 営方針 を貫い てい る。

ガル ブ レイス'が 組 織 を、単 に 「情報 を処理す るシステ ム」 と して とらえた こ と

に対 して、野 中は2、 それ を一層 拡張 して、組織 は単 に情報 を処理す るだけで はな

1Galbraith
,J.,Designing(フomplexOrgan.izatlons,Addison-Wesley,1973,梅 津 祐 良 訳 『横 断

組 織 の設 計 』 ダ イ ヤ モ ン ド社 、1980。
2野 中 郁 次 郎 ・竹 内 弘 高 『知 識 創 造 企 業 』 東 洋 経 済 新 報 社

、1996年 。
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く、 「新 しい知識 を創 造 」す る 自己進化 的 な存在 だ と主張 し、企業 の独 創性 と競争

力強化 において知識創 造 の重要性 にっいて フロンテ ィアを開いた。 その後 、 ビジネ

ス現 場 では、 ナ レッジ ・マネ ジメ ン ト(knowledgemanagement)と い う経 営手法 とし

て応用 され 、多 くの企 業が実践 で活用 してい る。

しか し、ほ とん どの 中小企業 は、 この知識べ 一ス経営 、つ ま り知識 の共 有 と拡散

そ して新 しい価値創 造 に重点 をお く経営手 法 を実践 してい ないばか りか、一部 の先

端 メーカーや大企 業の経 営手法 で、 日々のオペ レー シ ョンに追 われ てい る中小企 業

とは程遠 い ものだ と受 け止 めてい るよ うで ある。 言い換 えれ ば、理論 と実 践 にお け

るギャ ップが存在 してい るの である。 しか も、知識べ 一 ス経営 の具体 的な実践方 法

論 に関す る書物 を見て も、大規模組織 を前提 と した、ITツ ール の開発や知識デ ー タ

ベ ー ス構築 、そ して官僚組織 にお ける部 門間の知識 共有 に関 して は多 く論 じられ て

い る ものの3、 中小企 業 の状 況 を考慮 した指針 書 はあま り見 当た らないのが実態 で

あ る。

中小企 業の場合 、知識べ 一ス経 営 を推進 し うる専 門ス タ ッフに欠 けてお り、 しか

も 日々のルーチ ン ワー クに追われ、それ以外 の創造 的業務 に取 り組む余裕 な どは ほ

とん どない ばか りか、認識す ら極 めて低い状況 であ る。 したが って 、 よ り中小企業

の実情 にあった知識べ 一ス経 営の ツール を提示す ることが必 要で ある と言 え る。

知識ベ ース経営 とは、個 々の社員 、集 団 、組 織 が もってい る知恵、 ノ ウハ ウ、経

験 、技能 な どを共有 し継承 しっっ 、 さらに全社 的 な知識拡散 と創 造 を通 じて 、企業

組織 の活性化 と業務 改善 、事業革新 、そ して新 しい顧客価値創造 を引 き起 こ してい

くもので あ る と言 え よ う4。知識べ,___.ス経 営の理論 的側 面 は、野 中 をは じめ とす る

日本 の研 究者 によ り、多 くの成果 が蓄積 されて きた。知識べ 一ス経 営が企業経営 に

もつ意 味や マネ ジメン ト ・プ ロセ ス に対す る教訓 は、 これ らの先行研 究 に委ね 、本

稿 は 中小企 業の現場 にお ける知識ベ ース経 営の実践 を強 く意識 し、知識 べ一 ス経営

を展 開 してい くた めの リー ダー シ ップや マネ ジメン ト仕組み の革新 を提 起す るもの

で ある。

3野 中郁 次 郎監 修 ・黒瀬 邦夫 著 『富 士通 の知 的 「現 場 」改 革 』 ダイ ヤモ ン ド社
、2005年 。

4野 中 は暗 黙 知(tacitknowledge)と 形 式知(explicitknowIedge)の 相 互 変 換 の スパ イ ラル

を通 じて知識 を創 造 して い くこ とと して と らえて い る。詳 しくは野 中 ・竹 内、前 掲 書 を参

照 され た い。
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1中 小企業 と知識 ベース経 営

1中 小企 業 にお ける知識 ベース経 営の現 状

今 回の中小企 業の実態調査 で明 らかに されてい るのは、中小企 業において 日本企

業 の長 所 であ る改善やQC活 動 が、 それ ほ ど活発 に行 われ るこ ともな く、社員 の知

恵や知識 を積極 的 に引 き出す よ うな ボ トッムア ップや ミ ドル ア ップ ダ ウン5の マネ

ジメン ト ・スタイル で もない とい うこ とである。その理 由は、社 内における知 的べ一

ス経営 を刺激 し、誘発 しうる専 門人材や組織 が欠如 してい る こと、 日々の業務 に追

われ 、改善やQCな どを積 極的 に展 開 しうる時 間的 ・物理 的 ・財務 的余力 が ない こ

と、 さらに、経営者1人 ない し極 少数 の経営幹部 のみに意思決定権 限が集 中 してい

るた め、全社 的 に考 える、見 直す、改善 してい くとい う意識 や文化が非 常に希薄 で

あるこ とな どを取 り上 げ られ る。 そ してそ の結果 、業務 改善、事業革新 、価値創 造

にかかわ る業務 は、経営者1人 の孤独 な職 務 とな り、経 営者 自身が終 わ りなき重圧

感 に さ らされ てい るのであ る。

ところが、経 営者 を終 わ りな き苦悩 の迷 路 を陥れ てい るのは、他 な らぬ経営者 自

身 であ る。 自社 の組織 が頭脳 なき手足 のみの組 織(≒ 単 な る実行部 隊)と して動 い

てい るのは、 リー ダ,_.._..シップ の現状や マネ ジメン ト仕組 みの一面 を表 した ものにす

ぎない と言 えるのではなか ろ うか。言 い換 えれ ば、 自社 を知識べ一 ス経 営体制 に変

革 し、社員 の知 恵 と知識 に助 け られ なが ら独創 的 な事業展 開を図 るた めには、経営

者 自身 の リー一ダー シ ップ を知識べ一 ス経営 に合致す るよ うに変 えなけれ ばな らない。

ま た個人、集 団、組織 間の知識 の相互作用 を促進 す るよ うなマネ ジメ ン ト仕組 み を

構 築 してい かなけれ ばな らない ので ある。 したがって、経 営者 の リーダー シ ップ の

変 革が ない限 り、知識べ一 ス経 営の実践 は無理 があ る と言 える。

一方
、知識べ一 ス経営 に関す る社員側 の意識 も懸念 され る。経営者 がせ っか く新

しい試 み を打 ち出 して も、"日 々のルー チ ンワー クだ けで も精一杯 の状況 で、短期

間で収益性 も保 証 され ない余計 な業務 につ いて進 んで取 り組 む こ とはで きない"と

か、"社 長 の気 ま ぐれ だ ろ う"とか、"す ぐ冷 め るだ ろ う"とか、 あるい はせ っか くの

相互作用 の場 を設 けて も会社 に対す る不 平不 満 を吐 き出す格好 とな って しまいが ち

であ る。

5野 中 は組 織 的 知識 創造 をす るマ ネ ジ メ ン ト ・プ ロセ ス と して ミ ドル ・マ ネ ジャー を知識 マ

ネ ジ ャー の 中心 に据 え、 トップ と第 一 線社 員 との相 互作 用 を促 進 す る こ とが有 効 で あ る と

述 べ て い る。 同上 書、第5章 。
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平塚 に本社 のあ るT社 では、 自社 の事 業構 造 が 日本 最大 の大手企業 と真 正面 か ら

重 なってい るた め、今後 の事 業存続 に非常 に危機感 を持 ってい る。そ こで、社員 の

知 恵、 ノウハ ウ、アイデ ア を結集 し、事業展 開の方 向性 や新 しい事業 開発 に取 り組

むた めに、相互交流 の場 を設 けたが、健 全 な意見 よ りも会社 に対す る不満や要望 を

訴 える場 とな り、有効 に活用 され るこ ともな く、有耶無 耶に終わ って しまった とい

う。

この よ うな経 験 はT社 だけで はな く多 くの会社 にあ るだ ろ う。 会社側 が社 員 の 自

発 的な知恵 とアイデ アを結集 し、それ を会社 の業務改善や価値 革新 につ なげてい く

た めに、それ な りの努力 と工夫 を してい るに もかかわ らず 、健 全な知識 の刺激 の場

として機 能す る よ りも、不 平不満 や 自己合理化 に終始 して しま うので ある。

知識 べ一 ス経営 がなかなか実践で進 展 しない背景 には色 んな要因が あるだろ う。

知識べ 一ス経営 を実践 してい くとい う会社 の 目的 と目標 を、社員 に明確 なメ ッセジー

として伝 えてい ない こと、その進 捗状況や結果 をフォー ドバ ック して 、徐 々に意識

を高 めてい くとい う認識 が低 い こ と、そ して根気 よく持続 的 に推進 してい ない こと

な どを取 り上 げ られ る。 しか し、 よ り根本 的 な要 因は、知識べ 一ス経営 に関す る経

営者 の 自覚 と認 識 が足 りない こ と、せ っか く知識べ 一ス経営 に意欲 が あって も、相

変 わ らず トップ ダ ウンの指示 ・命 令型の リー ダー シ ップ を とってい る ことや 、知識

を刺激す るマネ ジメン ト仕組 みの構 築がで きていないため、社員 の支持 を得 られ な

い こ とな どが一番 の要 因なのであ る。

2知 識 べ0ス 経営の波及効果

上記 で指摘 した よ うに、 中小企 業にお ける知識べ一 ス経営 は、その 目的 と目標 に

関す る共感 が不足 してい るこ と、知識 べ一 ス経営 が現在や ってい る業務 と関連 して

意 味生成 が な され ていない こ と、そ して推 進力 としての リー ダーシ ップ とマネ ジメ

ン ト仕組 みがかみ合 っていない ことな どに よ り、 なか なか実践 には結 びっかない場

合 が多 い。 そ こで、 まず経営者 が推進 しよ うとす る知識べ一 ス経営 が、一 体何 で あ

り、それ は社員1人 ひ と りの業務 にいかな る意味が あるのか、そ してそれ は 自社 の

事業 に どの よ うな波及効果 を もた らす のか、 を しっか り共感す ることか ら始 めな け

れ ばな らない。

中小企業 にお ける知識 べ一 ス経 営 を考 えた場合、知識 べ一 ス経営 が及 ぼす波及効

果 は、以 下の4つ に考 え られ る。第1に 、知識 べ一ス経営 とは、社 内の個 人、部 門

間 に散在 してい る暗黙知や形式 を相互融合 す るプ ロセス 、つ ま り相互作用 の場 を持
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続 的 に作 って い くス パ イ ラル 過 程 を意 味 す る もの で あ る。 した が っ て 、 社 員1人 ひ

と りが主 体 で あ り、 リー ダ ー で あ る とい う認 識 を共 有 す る こ とが で き、 全 社 的 な活

性 化 を期 待 で き る。

第2っ は、 結 果 論 的 に革 新 的 な 技術 開発 や 新 製 品 開発 を通 じて 、 売 上 を急 速 に拡

大す るか 、 ま た は コス トク 削減 に よ る利 益 の ア ップ に貢 献 す る とい う こ とだ け で は

な い。 個 人 ・集 団 ・組 織 レベ ル に お け る情 報 の フ ィー ドバ ック体 制 を整 え 、経 営 者

が よ り正 確 な意 思決 定 が で き る よ うに支援 をす る とい う効果 もあ る。 そ れ は、公 式 ・

非 公 式 の集 団 を通 じて 、 社 内外 の各 種 情 報 を フ ィル タ リン グ し、解 釈 し直 す機 能 を

指 し、全 社 的 に考 え る組 織 、知 恵 の 出 る組 織 を 目指 して い く学習 の プ ロセ スな の で

あ る。

第3は 、 よ り現 実 的 な問題 と して 、上 記 の1と2の 実 践 を通 じて 、社 員 に 自律 性

を与 えな が ら、個 々 の 力 量 を伸 ば して い く こ とが で き る。 さ らに 、知 識 創 造 の ス パ

イ ラル は 、 現状 と結 果 に対 す る フ ィ ー ドバ ッ クの プ ロセ スで も あ るの で 、仕 事 の モ

チ ベ ー シ ョンを 高 め る こ とも期 待 で き る。 ハ ックマ ン とオ ル ダ ム は 、職 務 特 性 を記

述 す る次 元 と して 、 技 能 多 様 性(skillvariety)、 タ ス ク完 結 性(taskidentity)、 タ ス

ク重 要 性(tasksignificance)、 自律 性(autonomy)、 フ ィー ドバ ック(feedback)の5っ

を提示 した。 そ して モ チベ ー シ ョンを高 め るた め には 、技 能 多 様性 、 タ ス ク完 結性 、

タ ス ク重 要 性 を 高 め な けれ ば な らない が 、 これ らの3つ が い く ら高 くて も 自律 性 と

フ ィー ドバ ック の どち らか が ゼ ロ に近 い と、効 果 が な くな る とい うこ とを指 摘 して

い る6。 知 識 べ 一 ス経 営 は 、社 員 に 自律 性 を与 え、 フ ィー ドバ ッ ク を強 化 して い く

プ ロセ ス で もあ る た め 、社 員 の仕 事 に対 す るモ チ ベ ー シ ョン向 上 を期 待 す る こ とが

で き るの で あ る。

第4は 、上 記 の プ ロセ ス で 蓄積 され た 経 験 、 ノ ウハ ウ、 ア イ デ ア 、 知 恵 が相 互 融

合 し、 業務 改 善 、 事 業 革 新 、価 値 革 新 に つ な が り、 さ らに 自社 の 競争 力 を強化 す る

こ と も期 待 で き る。 そ して 、 経 営 者1人 の 孤 独 の職 務 だ っ た価 値 革 新 や 業 務 革 新 に

か か わ る に意 思 決 定 が分 散 化 し、全 社 的 な知 識 の結 集 を通 じて 、 的確 な 事 業 の 方針

や 戦 略 策 定 を助 け る。

sHackman
,J.R.,andOldman,R.,WorkRedesign,Addison-Wesley,1980.
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皿 中小企業における知識創造の基本型

1知 識の レイヤー と役割の 自覚

図表1は 、知識 の レイヤー(layer)を 図解 した もので あ る。知識 レイ ヤー とは、

企業 におい て知識 が蓄積 され、それ を実際 の業務 に活 用 してい る層 を意 味す る。 そ

れぞれ の知識 の レイヤー は、知識べ一 ス経営 において果たす役 割が異 な り、低位 の

知識 レイヤー か ら上位 の知識 レイヤー に移行す るにつ れて 、個人の知識 を集 団の知

識 として、集 団の知識 を組織 の知識 と して共有 ・拡散 しなが ら、新 しい知識 の創 造

にっ なげて い くスパ イ ラル形状 を描 くのであ る。

一方 中小企業 は
、知識 べ一 ス経営 といって も、一体何 をいか に進 めていけばいい

のか が分か らない、混 沌 とした状況 に置 かれ てい る場合 が多い。それ で以 下では、

それぞれ の知識 の レイ ヤー に応 じたマネ ジメ ン ト上の優 先課題 を示 した。 この4っ

の各段 階で何 をすべ きか をまず 明確 に した上で、個人 か ら集 団、集 団か ら組織全体、

そ して再び個人へ の深化 とい うスパイ ラル を描 きなが ら、知識 経営 に馴染みつつ 、

社 内の文化 と して徐 々に浸透 してい くことが肝 心で ある。

第1の 知識 レイヤーは個人で あ る。個人 レベル で、それぞれ が もってい る暗黙知

を明確 に認識 し、身体 的な五感 を働 かせ て、観察 ・模倣 ・訓練 に よって習得す る段

階である。野中の言葉 を借 りると、暗黙知か ら暗黙知へ変i換す る共同化(Socialization)

と言 え よ う7。 この段 階 にお ける知識移転 の主体 は個人 か ら個人 で あ り、 こ こで重

要なマネ ジ メン ト上の課題 は、 「相互作用 の場」 を設 け るこ とであ る。 一般 的 に生

産 ・営業現場 では 、先輩 のや り方 を後輩 に伝授 す るOJTが 活 用 され てい るが、 これ

は消極 的 な意 味での知識 の移 転 に過 ぎない。 よ り積極 的 に知識 の共有 ・継承 を図っ

てい くた め には、 トップ の知識 ビジ ョンに基 づ き、意 図的 なマ ン ・ツー ・マ ンの

「相互作用 の場 」 を設 ける ことが必要 であ る。

も う1つ 重要 な ことは、個 人の意識 を変 える ことであ り、 自社 にお ける知識 レベ

ル 向上の重要性 、そ してその意 味合 い を認 識す る ことであ る。知識 べ一 ス経営 の基

本 は個人 で あ り、個人 こそすべ ての始 ま りで ある ことを 自覚 しなけれ ばな らない。

そのた めには、 「相互作 用の場 」 を設 け、知識 の共有 と継承 を促 進 しつつ 、個 人 レ

ベル にお ける業務改善 につなげてい くこ とが求 め られ る。

7野 中郁 次 郎/遠 山亮子 編集 『知識 創 造 経 営 とイ ノベー シ ョン』 丸善 株 式 会社
、2006年 、10

ペ ー ジ。
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図表1知 識の レイヤー と知識 目標
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第2の レイ ヤーは、個 人に体化 され てい る暗黙 知 を、言語やイ メー ジ、モデル な

どの表現手段 を使 って形 式知化 して、それ を個 人か ら集 団の知識へ伝播 ・発 展 させ

てい く層で ある。野 中のい う表 出化(Externalization)で8、 優れ た ノ ウハ ウ、経験 、

アイデ アを もってい る個 人か ら集 団が学習 した り、集 団学習 を通 じて集 団 の知識 レ

ベ ル をア ップす る段 階であ る。 この段階 ではいかに各種 の業務 にお け る問題 を見 え

る よ うにす るか、言い換 えれ ば、 「可視 化」 がマネ ジ メン ト上の課題 とな る。今 ま

で個人だ けが知 ってお り、 しか もそれ を公 に していなか った多様 な業務や そのプ ロ

セス を可視化す る ことに よ り、問題 の所在 と改 善方 向 を模 索す る促進要 因 とな る。

第3の レイヤー は、集 団か ら組 織へ知識 が発展 してい き、そ の知識 を具 体化 ・概

念 化す る段 階 であ る。 野 中のい う連 結化(Combination)で 、 形式知 か ら形 式知 へ

変換 しなが ら、知識 を一 層体 系化 す る課程 で あ る9。 この段 階 にお いてマネ ジ メン

ト上の課題 は、組 織 レベル において 「我 々は何 を しよ うとす るのか、いかに しよ う

とす るか」 を具体 的な知識 目標 として落 とし、追求す べ き知識 を具体化 ・概念化 す

8同 上 書
、11ペ ー ジ 。

9同 上 書
、12ペ ー ジ 。
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るこ とであ る。

中小企 業の場合 、規模 が小 さいため、部 門間 の壁 は低 く、経営者 の管理 の 目が行

き届 き、部 門間の調整 もそれ ほ ど煩雑 な もの にはな らない。た が、知識べ 一スの経

営 の観 点 か ら言 えば、1つ の部 門の知識 が他 の部 門に波及 しに くい ことや 、個人 や

集 団 レベル にお け る問題発 見や新 しいアイデアが あって も、PDCA(Plan,Do,Che

ck,Action)サ イ クル が 円滑 に循環 しないた め、せ っか くの知識 資源 が断片的 で一

過 性の成 果 で終 わって しまい、全社 的 なQCや 業務 改 善 にまで拡散 され に くい とい

う問題 があ る。

第4の レイヤーは、企 業文化 とも言 え る層 で、伝播 され た知識 を、行動 を通 じて

日々の業務 で実践 しなが ら、個人 の暗黙知 として さ らに・深 めてい く段階 であ り、知

識 は組 織 か ら再 び個人 に浸 透 して い く。 内面化(Internalization)と も言 え るもの

で'。、学習活 動 は企業 業務活 動 の一環 ない し文化 とな り、個人 ・集 団 ・組織 レベル

の知識体系 の還流 を促進 しなが ら、新 しい知識創造 を実践 してい くこ とで あ る。 こ

の段 階 にお けるマネ ジメ ン ト上 の課題 は、実践 と改善であ る。 っま り、体得 した知

識 を業務活動 で実 践 しなが ら、それ を今 までの業務活動 にお けるムダ、 ムラ、ム リ

を改善 してい く段 階で ある。

知識べ一 ス経営 とは、決 して無か ら有 をつ く りだす とい うこ とで はない。 日々の

小 さな業務 改善 を持続 的に推進 してい くこと、そ して皆 の知恵 、アイデア、経験 、

ノ ウハ ウ、感 な どの知識 を結集 し、現存の知識 を継承 しつっ 、新 しい顧 客価値 の創

造 につ なげてい くプ ロセ スなので ある。

2知 識 ベ ース経 営 と業務 への相 乗効果

再び図表1を 参照 しなが ら、左 の知識 レイヤー に対 して、右側 の知識 目標 を見 て

いただ きたい。知識 レベル が個人 か ら集 団へ、そ して集 団か ら組織 へ高度化 してい

くの と同様 に、企業 にお け る知識 目標 を明確 に提示す る ことに よ り、全社 的 な知 識

目標 に対す るモチベー シ ョンを高め、究極 的 には業務 革新や新 しい顧 客価値 の創 造

にっ なげてい くスパイ ラル を表 してい る。

第1は 現状 に対す る 自覚 である。現在 の業務 を点検 し、改善項 目はないかを、個 ・

集 団 ・組織 の立場 で点検す る ことであ る。 中小企 業 の社員 に対 して、い きな り社 内

の知識 を刺激 、創 造す る とい うメ ッセジー を押 し付 けた として も、あま りに も漠 然

10同 上 書
、13ペ ー ジ 。
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と したテーマで、何 を ど うすれ ばいいのかが分か らない ため、その実践上 の効果 は

非 常に薄 い と言 わ ざるを得 ない。 したが って、 まず身 の回 りの業務 を冷静 に振 り返

え、将来 どうあるべ きか を描 き、現状 とのギ ャ ップ を 自覚す るこ とが全て のは じま

りであ る。

第2に 業務 改善であ る。 日々行 ってい る業務 にお いて ムダ、ム ラ、ム リを省 ける

項 目はないのか、そのた めに何 をすべ きかを明確 に しつつ 、実 際に業務 改善 を図 っ

てい く。業務改 善の手法 として は、特定 の業務 に対 して本 当に必要 な業務 なのか、

必要 であって もや り方 を変 える ことで効率 を上げ るこ とはできないのか、業務 遂行

のバ ラツキを無 くす方 法 はない のか、を徹底 的に議論 しなが ら、改 善 を図 ってい く

ことがポイ ン トとな る。 一見 ムダのない よ うな業務 で も改善 の事項 は数 多 くあるは

ず であ る。 トヨタ 自動 車 は改善活動 で年 間61万 件 の改善事項 が提案 され 、その内91

%を 実行 して い る。 そ して花王 のTCR(TotalCostReduction)は1986年 か ら始 ま

り、年 間百億 円の コス ト削減効果 をもた ら してい る とい うll。この よ うに、非 常に

効 率的 な経営 を行 ってい る と定評 の ある企業 で さえ も、相互作用 の場 を活用す るこ

とで、業務 の見 直 しと改善 を図 ってい る ことが分 か る。 また、 日々の業務 において

比較的 に簡単 に取 り組 め るム ダ、 ムラ、 ム リの見直 しか ら始 める と、 自然 に相互 作

用 の場が 出来上 が り、個人 間 に散在 してい る知恵 、 ノ ウハ ウ、アイデ アが伝 わ りや

す くな るな ど、知識べ 一ス経 営 を推進 しやす い雰 囲気 を作 り上 げ ることもでき る。

第3は 業務 革新 である。 日々の業務 改善で業務効率 をア ップす る とい うことは、

コス トに対す る成果 が上 げ るこ とで あ り、 どち らか とい うと、社 内 に 目を向け る内

向きな方策 である。 しか し、知識べ 一ス経営 のスパイ ラル は社 内の業務改善 で終 了

す るので はな く、新 しい顧 客価値 を創 造す る方 向へ進 めな ければな らない。業務革

新 は新 しい顧客価値 の創造 に向 けて業務 や事業 の仕組み を全 面的 に見直す ことであ

る。例 えば、ユ ニク ロは2007年3月1000坪 級 の大型店 として 「神 戸ハーバー ラン ド

店 」 をオー プン した。 グ ロー バル企 業 として飛躍 してい くた めには、狭 いスペー ス

で製 品 を置 くだ けの従来型 の店舗 では、限界が ある とい うことを認 識 した上 で、顧

客 にフ ァ ッシ ョンを提 案 してい くための新 たな試 み であ る'2。この よ うに、企 業 は

環境変化や顧 客ニーズが根本的 に変化す る と、業務改善 による効 率ア ップだけで は、

それ に旨 く対応 す る ことができな くな るので、業務や事業 の仕組 みそ のものを革新

it遠 藤 功 『現 場 力 を鍛 える』東 洋経 済 新報 社
、2004年 、2ペ ー ジ。

12NHK製 作"経 済 羅針 盤"1997年4月8日 放 送
。
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す る必要が ある。

とはい え、いかに業務革新 を推進 してい くべ きに関 して、 ほ とん どの中小企業 は、

経営者1人 の経営判断 に任せ てい る。 しか し、組織 レベル で皆 の知識 を具体化 ・概

念化 してい けば、 「我 々は何 を しよ うとす るのか、い かに しよ うとす るか」 につ い

て具 体的な知識 目標 が 明確 とな るため、それ に伴 って業務革新 の方 向性 も経営者1

人 の経営判 断で はな く、組織 にお ける知識 の結集 と して具現化 され うる。

第4は 、知Qべ 一 ス経営 が持続 し、社 内の文化 として浸透 してい くと、新 しい顧

客価値 を生成 す る価 値革新 の段 階へ飛躍 してい くこ ともで きる。組織 に共有 ・蓄積

された知識 を実践 しなが ら新 しい価値創造へつなげてい くことである。特 に知識べ一

ス経 営が企 業文化 として定着す る と、企業 文化 は短期 間で真似 のできないた め、長

期 間にわたって 自社 の競争優位 を享受す るこ とも期待 でき るのであ る。

以上 、個人 の 自覚お よび業務見直 しか ら始 ま り、集 団お よび組織 の業務 改善、業

務革新 、そ して新 しい顧客価値 の実現へ と、知識 目標 を向上 してい くスパ イ ラル を

見て きた。 このスパ イ ラル は、言い換 えれ ば 中小企 業 にお ける意識改革 と教 育のプ

ロセ スで あ り、人材 を育成 してい くプ ロセ スで もある。また、知識べ一 ス経営 は、

散在 してい る知識 を確認 し、それ を共有 ・継承 しつつ、業務改善、業務革新お よび

新 しい顧 客価値創造 とい った強い現場 を作 り上げてい くものに他 な らないのである。

N知 識 ベース経営を推進する リーダーシ ップ

1明 確 な知識 ビジ ョンを打ち 出す

売上や利益 な どの財務 目標 だ けで はな く、 自社 の存在価値 その もの と、未来像 を

描 いた 「知識 ビジ ョン」を打 ち出 さなけれ ばな らない13。そ して社員1入 ひ と りが我 々

は何 のた めに仕事 を してい るのか、そ して どの よ うな知識 を究極 的 につ く りだ さな

けれ ばな らない のか、を考 えるよ うに仕 向 けなけれ ばな らない。

例 えば、車椅子 を製造 ・販 売 してい るOXエ ンジニア リング代表 取締役 で ある石

井 は、 自社 の仕 事 を 「元気 と活力溢れ る街 を創 る」 ことで定義 してい る。 単 に車椅

子 を作 るので はな く、 障害者 に とって、乗 り心地 のい い車椅子 、便利 な車椅 子 を作

れ ば、障害者 も気軽 に街 中に 出て一 緒 に楽 しい暮 ら しを共有す るこ とがで きる14。

そ こで、 よ り乗 り心地 のいい車椅子 とは何 か、改善 ・改 良点 は何 か を常 に問い続 け

13野 中郁 次 郎/遠 山亮子 編集
、前掲 書 、18-20ペ ー ジ。
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なが ら進化 ・成長 を続 けてお り、 これ は一 方では、 自社 の仕事 に対 す る明確 な定義

と、知識 ビジ ョンを社員 に的確 に伝 え ることにもな って い るのであ る。

ほ とん どの会社 が社是 、社 訓、経営理念 を掲 げてい る。 しか し、抽象度 が高す ぎ

て経営者 のメ ッセ ジーが明確 に伝 わ らない場合 も しば しばある。 しか も、知識べ 一

ス経営 に関す る認識 の不 足か ら、社員 が究極的 な価値 として何 を追求 してい けばい

いのか、そ の行動指針 た るものが存在 しない。 この よ うな状況 で、知識べ 一ス経 営

を打 ち出 して も、社長 の気 ま ぐれ な一時的 な取 り組み にす ぎない とい う認識 が広 ま

り、持続 す るこ とはできない。 したが って、まず分 か りや す く、皆 が納得 のい く言

葉 で知識 ビジ ョンを明確化す る必 要が ある。

平塚 にあ るHR社 は防災消 防設備 の設 計 ・施 工 ・保 守業 を営 んでお り、社員 に対

す る経 営者 のメ ッセ ジー は、安全 ・安 心 を売 るこ と、そ して個 人が景気 を活 性化す

る こ とを合 言葉 と して い る。HR社 の知識 ビジ ョンは 、安全 ・安心 を売 る主軸 は社

員1人 ひ と りであ り、社員 の能力 を増強す るこ とこそが 、会社 の発 展 と個人 の豊 か

さの原動力 とな るこ とを明確 なメ ッセ ジー として伝 えてい るわけで ある。 防災消防

設備 の設計 ・施 工 ・保 守業 の場合 、1人 の熟 練社員 を育て るのには、最 低5年 以上

はかか る と言 われ るほ ど、熟練 のス タッフの育成 には多大な時間 とコス トがかか る。

このこ とか ら、安全 ・安心 を売 る熟練社員 の育成 こそ、 自社 の繁栄そ のものであ り、

社員が追及すべ き知識 ビジ ョンで ある ことをはっ き り示 してい るのであ る。

2管 理者か ら教育者 へ

社員 が知識べ一 ス経営 の必 要性 を心 の底か ら感 じ、 日々の業務活動 で実践 してい

くた めには、知識ベー ス経営 を企業文化 として定着 していか なけれ ばな らない。 そ

のた めには、社 内に知識 の共有 と拡散 を誘 発 してい くよ うにコーチ ング しなけれ ば

な らないが、 中小企業 の場合 、その よ うな専 門人材や部署 を社 内 にお くこ とは難 し

い。 したが って、社長 自らが知識べ 一ス経営 の必要性 を うた え、それ を伝 播 してい

く説教者 とな り、実際 に教育 してい く教育者 とな らなけれ ばな らない。

日々のルーチ ンワー クに追われている中小企業の社員の立場か らすれ ば、知識べ一

ス経営 とは、ま るで雲 を掴む よ うなキ ャ ッチ フ レー ズに過 ぎない。 その理 由は、知

識べ一 ス経 営 とは何かが分 か らない、その 日そ の 日の業務 で も精 一杯 な のに、何 か

を思考 し、模 索す るよ うな時 間な どはないか、 あって も積極 的に参加 しよ うとは し

19NHK製 作"経 済 羅 針 盤'1997年4A15日 放 送
。
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ないか らで ある。 したがって、社長 自身 の強い決心 と信念 の言葉 で、必要性 を力説

し、そのた めの方 向付 けや方法論 を提 案 しなけれ ばな らない。

中小 企業の調査 か ら、経 営者 自 らが教育者 とな り、少 な くとも知識 べ一ス経営 の

実践 に向けて努 力 してい る企業 も見 られ る。包装 梱包資材 の製 造 ・卸のY社 は、経

営者 自身が研 究者 以上 に経営理論 に精 通 し、著名 経営学者 の本や論文 を熟読 してい

る。 そ して、それ らを トピック と して、社員 の勉強会 を開いてい る。 すなわ ち、経

営者 自らが、社 員 に対 して形式知 か ら暗黙知 へ と、内面化 を深 め るよ うに トリガー

の役割 を果 た しているのであ る。 このよ うに、 中小企業 の経 営者 は、知識べ一 ス経

営の実践 を、経営者 の本質 的な職 務 の1つ とし、その必要性 を力説 し、伝播 して い

かなけれ ばな らない。

3コ ーチ ング とモチベ ーター(motivator)

経営者 は 自分の役割 を部 門間の調整者 として限定すべ きではない。組織 的知識創

造 を標榜す る経営者 な らば、単な る業務 の調整 者で はな く、個人 間、集 団間、組織

間の緊 張関係 を知識 の共有や創 造 の機 会 として活用 してい けるよ うに コーチ ング し、

動機付 け を行 わなけれ ばな らない。 そのた めには経営者 が コー チ とな り、動機 付 け

をす るモチベ ー ター(motivator)と して働 かな けれ ばな らない のであ る。

組織構成員 に対す る動機付 け要 因 として、仕 事 を成 し遂 げ るそれ 自体 を通 じて人

間が感 じる達成 意欲や 自己実現 な ど、いわ ゆる内発 的要 因 と、経 済的報 酬、昇 給、

昇進 な どの外発 的要 因 に分 け るこ とがで きる15。しか し、 よ り重要 な こ とは外発 的

要 因 よ りも内発 的要 因を満 し うる動機付 けを施 す こ とで ある。 中小企業 は、売上や

利益規模 か らして昇給 ・昇進 といった外発 的報酬 の充足 には限界 が ある。 しか もモ

チベ ーシ ョンの研 究 では、一旦外発 的な報酬 になれ て しま うと、外発 的報酬が伴 わ

なけれ ば積極 的 に仕事 を しな くな る とい うネ ガテ ィブな面 も指摘 され てい るZ6。

したがって、外発 的 な報酬 と内発 的報酬 のバ ランスが重要 であ る。 内発 的要因 に

対す る満足度 は、仕 事それ 自体 に対す る満足度 、達成感 、成就感 な どであ り、 これ

らの内発的要 因 を満 たすた めには、上記 のハ ックマ ン とオル ダムの職務特性モデル

で指摘 した よ うに、社 員 に 自律 性 を与 え、かつ結 果 に対す るフ ィー ドバ ックを徹底

15Porter
,L.W.andLawler,E.E.,ManagerialAttitudesandPerformance,Irwin,1968.

160sterloh
,MandFrey,B.S.,"ManagingMovitation:CrowdingEffectsintheTheoryofthe

Firm,"Workingpaper,InstitutefurBetriebswirtschftlicheForsxhunganderUniversitatZurich,

x.997.た だ し 、 入 手 不 可 能 な た め 、 野 中/遠 山 、 前 掲 書 、31ペ ー ジ 。
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す るこ とが何 よ りも重要 な条件 となる。 この ことは後 で説 明す る参画型 の リーダー

シ ップや権 限委譲 がなぜ必 要 なのか、 を問 う価値判 断の根 拠 にもなってい る。

4主 権在現 の参画型の リーダ ー シツプ

遠藤17は競争力 の強 い企 業 に見 られ る条件 の1つ として主権在現 を取 り上 げて い

る。 競争力 の強 い企 業 は強 い現場 を持 っ企 業 で あ り、強い現場 とは、 「自 ら問題 を

発見 し、解決す る」 自律 した現場 の ことであ る。 そのた めに必要 なのは、現場のや

る気 を尊重 し、権 限委譲 を徹底す る ことが重 要だ とい う。

また リカー ト18は、 リー ダー シ ップ ・スタイル の研 究で 、4つ の管理 システム を

類型 化 し、そ の うち、集 団的意 思決 定 と管理 、高い信用 と信 頼、 高い相互影響力 、

効果 的 コミュニケーシ ョン、高い集 団帰属意識の要件 を備 えた集 団参加型 の リー ダー

シ ップが一番有効 であ る指摘 した。 ところが、周知 の よ うに、 中小企業 の場合 、創

業者 かその一族 に よる支配 が支配 的形態 とな ってい るため、ワンマ ン経 営者 が多 く、

ほ とん どの意思決定 は経営者一人 で行 う。 この ことは言 い換 えれ ば、会社 の存続 と

成長 は経 営者1人 の能力次第 で あ り、事業 に関す る全 ての負担 とプ レシャー を1人

で背 負 うこ とになる と言 え る。

しか し、野 中が指摘 している よ うに、 トップ ダ ウン型 の リー ダーシ ップは知識創

造 に 向いてい ない'9。指示型 で はな く、参 画型 を志 向す るこ とこそが知識創造 を誘

発す る原動力 とな る。 知識べ.___ス経 営は、社員1人 ひ と りが主体 とな って五感 と体

験 を共有 し、その知識 を拡散 してい きなが ら、改善 と革新 、そ して新 たな価値 を実

現 してい くものである。 したがって、社員 自 らが考え、 自ら対処す るよ うな リー ダー

シ ップではない と、社員 の創 造性 と高 いモ チベ ー シ ョンに基づ いた知識べ 一ス経 営

を実践す るこ とが難 しい と言 える。

5相 互作用の場 を作 る

知識 べ一 ス経営 を展 開 してい くた めには、個人 、集 団、そ して組織 レベル の相互

作用 の場 を絶 えず持つ こ とが必 要で ある。 この相互作用 の場 こそ、個人 間、個人 と

集 団間に暗黙知 の共有 を可能 と し、知識 の継 承 と拡散 、そ して新 しい顧 客価値 の創

造 を可能 とす る。相互作用 の場 と言 えば、会話や型 のはまった会議 を想像 しが ちで

17遠 藤 功
、 前 掲 書 。

18Likert
,R.,TheHumanorganization:ItsルManagementandレ'alve,McGraw-Hill,1957.

19野 中 ・竹 内
、 前 掲 書 。
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あ るが、相互 作用 の場 は、組織 の中の静 態的 な機 構 とは異 な り、動 態的 な実践 のプ

ロセ スであ る。

多 くの会社 で は各部署 ごとに業務計画 、部署 をまた がる業務評価委員 会 な どを作

り、かつ それ らを恒常化 す る こ とに よ り、会議 や委員会 、報告会 な どの形で機 構化

す る。 この よ うな形式化 し、マ ンネ リ化 した会議 はなかなか相互作用 の場 にな り難

い。単 なる部 門の利 害 を主張す る とか、または進捗 状況 を報告す る報告 会 とな りか

ね ない か らであ る。

真 の相 互作用 の場 となるためには、各個 人、集 団、組織 レベル とい った知識 レイ

ヤー にお いて、1つ ずつ知識 目標 を明確 に し、意 図的 な相互作用 を促進 す るこ とで

ある。例 えば、SI社 は 自動車部 品 として使 われ る板 金製 品 を製 造 してい るメーカー

であ る。 トラックの車体 な どに使 われ る鋼板 を同 じ強度 で軽量化 で きないか とい う

設計側 の明確 な課題 に対 して、部 門 をまたが る非公 式 の相互作用 の場 を設 けるこ と

によ り、薄 い鋼板 を梱 包 の衝撃緩衝材 の よ うな形状で二枚 張 り合 わせ ば、厚 い鋼板

1枚 とほぼ同 じ強度 を得 る ことができ るこ とにた ど り着い た。

何 の手がか りもない状態で知識べ 一ス経営 を打ち出 した り、会議 を積み重ねて も、

これ ぞ とい うアイデア は期待 できない。 重要なの は、各知識 レイ ヤー別 に知識 課題

ない し目標 を明確化 し、 しか もその手がか り模 索 の期限 を設 定 してお くことによ り、

主体的参加 を誘発 し、知識 べ一 ス経営 の楽 しさや達成 感 も共有す るこ とがで きるの

で あ る。

6現 状否定 と持続性

現状 に満足 してい るものに とって、進化 は あ りえない。現状 よ り一・歩で も前 に進

んだ方法 はないか、そ の解 を問い続 ける持続性 こそ、知識 の共有 と創 造の原 動力 と

なる。特 に、中小企業の場合 、経営者 にほ とん どの意思決 定権 限が集 中 してい るか、

また は政策決 定機構 が機 能 しないため、経 営者 が現状 に安堵 して しま うと、進 化 は

止 まるこ とにな る。 現状否 定 を根気 よく持続す るこ と、そ して 、持続 的な改善が会

社 の文化 と して社員 に浸透 してい る ことが、現状 に対 す る改善、知識 の共有 と創造

につなが る。 そ して究極 的 には企業成長 と進化 の原動 力 となる。

冠婚葬祭 のH社 の経 営者 は、 どの会社 で も行 ってい るよ うな挨拶教 育、電話応対 、

駐車場案 内 、接 客態度 、言葉遣 い な どの徹 底 について次 の よ うに話 して い る。"こ

れ らは、 その1つ ひ とつで見 る と、競争優位 ところか、簡 単 に真似 され て しま う。

しか し、 それ を持続す るこ とは容易い ことではない。 しか も長期的 に持続す る と、
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単純 に見 えるこれ らのオペ レー シ ョンがサー ビスに複合化 され、他社 が簡 単に真 似

ので きない競争力 の源 泉 にな る。"つ ま り、現 状 を否定 し、 そ こか ら改善 してい こ

うとい う持続 的 な努力 と姿勢 が、個 人、集 団、組織 レベル にお け る知識 の共有 と拡

散 を生み 出 し、 自社独特 の文化 を形成 す る原 動力 とな るので ある。

V知 識ベース経営に向けてのマネジメン トの革新

1マ ネ ジメ ン トにおけるPDCAの 改善

SI社 は 自動車 メーカー 向けの板 金製 品を生産 して い る企 業で あ り、特 に生産部 署

を中心に改善活動 を行 って い る。業務 計画 と して歩留 り率の改善、不 良品削減 な ど

色 んな項 目にわた って、年度 目標 を設 定 し、年度末 に達成状 態 を公表 してい る。 し

か し、年度末 に結果 を公 表す るだけで、 当初 の 目標 と結果 のギャ ップ に対 して 改善

(Action)が 実施 され ていない。 つ ま り、次のPDCAサ イ クルの スパイ ラル につ なげ

てい くために結果 を検 証 し、新 たな 目標設 定や実行 手段 に組み込 んでい くプ ロセ ス

が欠落 してい るので ある。

日々 の業務 にお け る改善計 画 を真 のQCに っ なげてい くため には、結果 を踏 まえ

て、実行 にお ける問題 点 を明 らかに し、一層 上位 の 目標 を設 定 して再 挑戦 して いか

なけれ ばな らない。 しか し、 この よ うな フィー ドバ ック ・プ ロセ ス を欠如 して しま

うと、せ っか くのアイデアや 改善 も単発的 で、断片的な効率 向上で終 わって しま う。

真 の知識 べ一 ス経 営の スパ イ ラル を引 き起 こ してい くため には、PDCAサ イ クル の

基本 に徹 し、 日々の改善 を積 み重ね 、問題認識 を共有 ・拡散 してい くこ とが肝心 で

ある。

図表2はPDCAサ イ クル に基 づ き、 中小企業 にお ける知識 べ一 ス経 営 の現状 と、

今後 、知識べ 一ス経 営 を実践 して くための改善項 目を提示 した もので ある。

第1に 計画 の段 階では、売上や営業利益 、在庫 回転率 な どの財務 目標 以外 に、個

人、集 団、そ して組織 レベル にお ける各知識 レイヤーが取 り組 んでい くべ き知識 目

標 を、具 体的 に分 か りや す く設 定す る。 例 えば、 アル ミ鋳 造加 工 を行 って い るSH

社 は、団鬼世代 の熟練 工が大量 に退職す るこ とに備 え、熟練 スタ ッフを嘱託社員 と

して残 って も らい、3年 計画で熟練 の技 の継承 に取 り組 んだ。特 に、入社 後1年 で

一人前の鋳 造作業者 として育て ることを第1の 目標 と して設定 し徹底 的な指導 を行 っ

た。そ して社 内基 準 に基づ き、一人前 の鋳造 作業者 として合格 した社員 には 「特殊

機能 資格者」 とい う社 内称号 を与 えてい る。 この よ うに具体 的な知識 目標 、達成期
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間な どを設定 し、1人 ひ とりが 日々の業務 で 自覚 しなが ら、知識の共有 と拡散 を図っ

て い く こ とが重 要 で あ る。

図表2中 小企業 におけるPDCA現 状 と改善 目標

現 状

自発 的 改善 では な

く、上 司 に よ る指

示 ・命令

QC活 動はな く、次
の ステ ップ につ な

が らない

売上 、利益率な ど、

財 務 諸表 に よる統

制 ・チ ェ ックのみ。

提 案 、 アイ デ アな

ど、知識 を刺激す る

評価 は ほ とん どな

い

社長 ない し一部
の幹部のみ によ

る計画作成

財務 目標中心

知識 目標はなし

個人や部門は単なる

遂行部隊にすぎない

考 える組織にな りに

くく、知識の共有 ・

拡散 ・創造には感心

が薄い

改善目標

現場の 自発性 を高

める改善

具体的QCテ ーマ

の設定

次の 目標設定およ

び実行に反映

知 識 目標 の達成 度

チェ ック

知識の共有 ・継承 に

関す る進 捗 度 のチ

コニック

社員 との知識の

相互作用 を通 じ

た計画策定

獲得すべ き知識

目標の設定

職能部門内の知の

継承促進

職能部門間の交流

促進

実行 における知の

共有 と改善を意識
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第2に 、実行 の段 階で一番 問題 とな るのは、 中小企業 の特殊性 に起 因す るもので

あ る。 中小企 業で あるゆえに組織 間の壁 は低 く、 コ ミュニ ケー シ ョンも円滑 に行 わ

れ てい るものの、知識 の形式知化 が非 常に遅 れてい る とい う問題 が ある。 そ の背景

には職人根性 と、知識 や ノ ウハ ウは時間をかけて先 輩 のや り方 を真似 しなが ら習得

してい くとい う根 強 い信 念 があ るか らであ る。SH社 の経 営者 は鋳 造ス タ ッフを教

育 し、育成す るのに、最初 は教 え込み で も有効 であ るが、 ある一定以上 の レベル に

なる と、それ以上 の質の追求は、そ の時 々の感 覚 を頼 りな が ら自分 で磨 くしかない

とい う。つ ま り、内面化 の問題 は 自分 の経験 と感 で しか向上 しきれ ない部 門が確 か

存在 す るのであ る。

しか し、 この内面化 のプ ロセス は 自分 で磨 くに して も、そ の前段 階であ る先輩 の

暗黙知 を形式知 に変換す る段 階まで は、 よ りス ピー ドア ップす る ことがで きるはず

で あろ う。例 えば、冠婚葬祭 業 のH社 はブ ラザー ・シス ター と呼ばれ る新 人 の教 育

制度 を通 じて、段階 的に時間 目標 を決 めて新人 を教育 してい る。 そ して この よ うな

教育 を さらに刺激 してい くために、社 内の ライセ ンシ ング制度 をも設 けてい る。 こ

の こ とは、大掛 か りのITや デー タベー スに投資 し、暗黙知 を形 式知 に変換 しな くて

も、明確 な教育 目標 を設 定 し、その方 法 を工夫す ることで、知識 の共有 と継承 、そ

して拡散 を一層促 進 させ るこ とがで きる とい うことを見せ てい る。

第3に チ ェ ックの段 階では、知識 の共有 ・継 承 な ど、知識 目標 の達成度 をチェ ッ

クす るこ とが重要で ある。 中小企 業は売上や利 益な ど、財務 目標 に関 してはそ の達

成状況 と原 因 をチ ェ ック してい るが、知識 の共有や拡散 、創造 に関 して はほ とん ど

チ ェック機 能 をもっていない。そのた め、 目先 の売上や利益 目標 だけに 目を奪 われ、

知識 の共有、拡散、そ して新 しい顧 客価値 の創 造 には感心 が払 われ るこ とが な くな

るので ある。 この問題 を改善 してい くた めには、マネ ジメ ン トにおいて 、知識 の共

有 、継 承 を促 進 し、知識創造 を促進 しうるマネ ジメン ト仕組 み を構 築す る ことが必

要であ る。

例 えば、大阪 に本社 のあ るW社 は営業社 員 の成績評価 に対 して、 どの程度 新規提

案や アイデア をキ ャ ッチ してきたかを、重 要 な評 価項 目としてい る。顧 客の情報 と

い う知識 をフィー ドバ ック して新製 品開発 につ なげ る ことが、 目先 の売上 目標 以上

に評価 されてい るのであ る。 この ことに も助 け られ、W社 は競争 の厳 しい金 物卸売

業界 で、斬新 な製 品 を次 々 と発売 し、非 常に高い収益性 を誇 ってい る26。

20金 宇 烈 「戦 略 次 元 の創 造 と企 業 の競争 優 位 」 『国際経 営 フ ォー ラム』 神 奈 川 大学 国際経 営

研 究所 、No.17,2006年 。
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第4は 、 ア ク シ ョン(Action)を 徹 底 し、 次 のPDCAサ イ クル に 円 滑 に組 み 込 む

こ とで あ る。PDCAサ イ クル に お け るActionの 位 置 づ け は 、 計 画 と結 果 の ず れ の原

因 を 明確 化 し、 改 善 を施 した 上 で 、新 た な 計 画(Plan)と 実 行(Do)に つ な げ て い

く こ とで あ る。 しか し、意 外 と中小 企 業 の場 合 、PDCま では 遂行 して も最後 のAction

に 関す る認 識 が 足 りない た め 、持 続 的 な 改 善 サ イ クル につ な が らず 、 単発 で 断 片 的

な 目標 一計 画 に終 わ っ て しま う。 した が っ て 、Actionを 徹 底 し、 次 のPDCAの スパ

イ ラル に継 続 的 に つ な げて い く取 り組 み が 求 め られ る と言 え る。

2可 視化への取 り組 み

可視化 とい うの は、 「見 える仕組み 」 とも言 われ るもの であ る。 現場力 を高 め る

た めに、現場 で発 生す る問題 を主体的 にかつ 自律 的に現場 で解 決 してい くとい うも

ので ある。そ のためには、まず 問題 そ の ものを見つ け、皆 が分か るよ うに見 え るよ

うにす るこ とが 「可視化 」で あ る2'。具 体的 にその プ ロセ ス を説 明す る と、まず、

現 場や組 織 内の個人 が発 見 した問題 点 を外 に出 し、その情報 を見 えるよ うにす る。

次 に現 場や組 織 内、組織 間で共有 すべ きものを整理 し選 び、 コ ミュニケー シ ョンで

き る情報 に加 工 し問題 解決 に取 り組 んで い くこ とであ る。 このプ ロセ ス を通 じて1

人 が発 見 した問題 を組織全体 で共 有、解決 す る ことを積み重 ね、競争力 を高 めてい

くこ とが可能 となる。

可視化 への取 り組 み を知識べ一 ス経 営の観 点 か ら吟 味 し直す と、個 人 ・集 団 ・組

織 が抱 えてい る問題 、または改 善事項 を見 えるよ うにす ることなので、暗黙 知 を形

式知 に転換 し、そ の知識 を皆 で共有す る とい うこ とにな る。 そ して可視化 された問

題や提案 に対 して、組織全体 で取 り組 んでい くとい う知識 の拡散 を通 じて、組織 に

は新 しい形 式知 が生 まれ 、個人 には暗黙知 の一層の進化 を促進す るこ とがで きるの

であ る。 このプ ロセ スを繰 り返す ことに よ り、業務 改善 は捗 り、事業革新や新 しい

顧客価値 の創造 につ なが りやす くな る。

見 え る仕組 み を作 るた めに、 中小企業 で も簡 単 にで きる手法 は、問題や アイデ ア

を社 内の掲示板 に箇 条書 き してお き、それ につ いて意見や提案 な どがある人 は、起

案者 とコンタ ク トを とり、部 門をまたが る非公 式のチーム を作 り、改善策 を積 み重

ね てい くこ とで ある。大企業 の よ うにITの イ ンフラが整 えていれば、 よ り簡 単で便

利 な手法 があ るだ ろ うが、そ こま で投資 ができ る中小企 業は ほ とん どないので、手

2'遠 藤 功
、 前掲 書 、2004年 、遠 藤 功 『事 例 に学 ぶ 経 営 と現場 力 』 ゴマ ブ ックス株 式会 社 、

2006年 、 お よび 『日本経 済新 聞』2007年4月18日 。
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軽 にでき るこ とか ら見 える よ うにす るこ とを徹底 し、知識べ一 ス経営 の楽 しさと有

益 さを共感 しなが ら実践 してい くことが肝 心で ある。

3主 権在現 の権 限委譲

上記 で個人 ・集 団 ・組織 が抱 えてい る問題 、または改善事項 を見 え るよ うにす る

こ とで、知識 の共有 ・拡散 、そ して新 しい顧客価値 の創 造 につ なが りやす くな る と

述べた。 そ して、可視化 の狙 いは、現場や組織 内の個人 が発 見 した問題点 を外 に出

し、 自ら問題 を解決す る自律 した組織 を 目指す ものである。 自律 した組織 とは統制 ・

命令 で はな く、社員1人 ひ とりが現状 を 自覚 し、共有 の 目標 を設 定 し主体的 にマネ

ジメン トに参加 す る ことであ る。 したが って 、個人 か ら集 団、集 団か ら組織へ 、知

識ベ ー スの経営 を実践 してい くた めには、 自律 した組織 へ転換 、すな わち主権在現

の権 限委譲 のマネ ジメン トが必須条件 とな る。

トップダ ウン型のマネ ジメ ン ト下では、戦略 と今後 の事業方 向性や 業務 改善 を考

える者 、そ してそれ を単 に実践す る者 といった よ うに二項対 立的な思考お よび行動

様式 に陥 りやす い。 トップダ ウン型 になれ てい る社 員 は指示待 ちの受 身の姿勢が強

くな り、 自ら提 案 ・改善 を進 んで行 お うとは しない。 また、 この よ うなマネ ジメン

ト下で は、言われた ことを無難 に こなせ ばいい とか 、余計 な ことは言 わないな ど、

相互作用 の場 をもっ とい う文化 も生成 され ない。 したが って、 トップ ダ ウン型 のマ

ネ ジメ ン トは、知識べ 一スの経営 には馴染 めないので ある。

再度強調 していてお くが、 中小企業 にお け る知識べ 一ス経 営 の狙い は、考 える組

織 、 自ら改 善 し進化す る組織 、そ して皆 の知識 を結集 し、新 しい顧客価値 につなげ

てい くことであ る。 この知識 スパイ ラル を持続 的に拡散 してい くた めには、社員 の

自主的参加 と積極 的なマネ ジメン トへ の関与 を容認す る意思決定 のプ ロセ ス と企 業

文化 が当然 の前提条件 で はなか ろ うか。

4知 識資源の貢献者 に対す る報 酬

可視化 を促 進 し、知識 の共有 ・拡 散 をよ り活発 に行 ってい くた めには、改善 と改

革 に対す るモチベー シ ョンを誘発す るこ とが必要 である。例 えば、新 しい提案や 問

題 の掲示 に対 して興 味を もち、積極 的 に参加 す る社員 もいれ ば、 さほ ど興味 がない

社員 もい るだ ろ う。 よって、知識ベ ース経営 に徹 し、業務 改善 ・業務革新 を活発 に

引 き起 こ してい くためには、貢 献者 に対す るイ ンセ ンテ ィブ を設 ける ことも有効 で

ある。
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社員 に対す るイ ンセ ンテ ィブ と言 えぱ、奨励金や表彰 制度 を設 ける ことが よくあ

るが、 この よ うな一過性 の もの は さほ ど成果 がない と言 える。例 えば、先 ほ ど取 り

上 げたSI社 は一番提案 の多い社 員 に対 して、一万 円 ほ どの奨励金 を出す制度が あ る

とい うが、それ で社 内の提案や 知識 共有 に関す るモ チベ ーシ ョンが上が ったか とい

うと、そ うで もない よ うで ある。 よ り効果的 な手法 は、人事考課 に反 映す る とか、

営業成績 に反映す るな ど、マネ ジメン トその ものに、知識 資源 の貢献者 を奨励 し、

育成 してい くよ うに仕組 み として組 み込む こ とで あ る。

50JTの 見直 しと教 育 目標 の明確化

日本企業 にお ける知識継承 の特徴 として、社 内OJTを 取 り上 げ ることがで きる。

先輩社員 のや り方 を観察 しなが ら、また場合 に よっては教 わ りなが ら個 々の社員が

必 要知識 を体得 して い くことで ある。 しか し、 この よ うなOJTは 時 間 とコス トがか

かる。今 日、ス ピー ドが重要 な競争変数 となってい る状況 を考慮すれば、スピーデ ィー

に熟練 スタ ッフを育成 してい く とい うこ とは 、会社 の存続 にかかわ る重要 な要件 と

なってい る。OJTを よ り効果 的に運営 してい くためには、明確な教 育 目標 とタイム ・

スケ ジュール を設定 し、薪人 の育成 に対 して教 わる新人 も、教 える先 輩社員 も責任

を共有す るこ とが肝心 であ る。

上記 で少 し概略 を述べ た冠婚 葬祭 のH社 は、新人 のOJTに おい てブ ラザー ・シス

ター とい う制度 を運営 してい る。 ブ ラザー ・シスター制度 とい うのは、先輩 が新 人

に対 して責任 をもって指導 し一人前 に育ててい くこ とで ある。 その内容 は、①先 輩

のや り方 を見た 、② 教 わった、③一緒 にや ってみた 、④1人 でや ってみた 、を繰 り

返 しなが ら、後輩 を徹底 的に教育 してい くもので ある。 そ して、6ヶ 月 ごとに昇給

試験 を設 け、合格 すれ ば、時給 が上が るよ うに教育 ・研 修 と昇給 を徹底 的 に連 動 し

てい る。 この よ うな仕組 み で、H社 は、OJTの 効率 を高 めてい るだ けで はな く、全

社 的なサー ビス品質 の高度化 も可能 に してい るので ある。

6提 案 ・実行 する ものが知識創造の リーダー とな る

特別 なアイデ アや 改善事項が あれ ば、そ れを提案 した ものが 、そ の事案 にっ いて

リー ダー にな る とい うこ とであ る。社員 の 自主的参加 と積極 的 なマネ ジメ ン トへの

関与 を誘発 してい くた めには、公式組織 にお ける職位 や職務 にこだわ ることな く、

問題発見者 、新 しいアイデ アの提案者 がその知識案件 にっいて リー ダー とな り、公

式 ・非公式 の相互 作用 の場 を作 ってい くことが有効 であ る。 この ことは、問題発 見
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者 、新 しいアイデア の提案者 に、 自分が提 示 した知識 目標 に対 して、明確 な責任 と

権 限 と与 え、実践へのモ チベー シ ョン と実行 効果 を高 める ことが期待 で きる。

組織 の しが らみや職位 にお ける上下関係 に気 が とらわれ、せ っか くのアイデア も、

まず上 司を説得 し、了解 を得 なけれ ば全 く始 ま らない とい うことは、誰 もが経 験 し

た ことのあ る組織 の壁 で あろ う。特 に、 この よ うな状況で は、 よほ どのアイデアや

改善事項 でなけれ ば、第3者 が積 極 的にその提案 に対 して取 り組む はず がないだ ろ

う。 知識 の共有 と拡散 は、財務 的 な支 出をほ とん ど伴 わな くて も実現可能 であ る。

コス トの かか らない 、つ ま り埋没 コス ト(sunkcost)が 限 りな くゼ ロに近 く、 し

か もその効果 が少 しで も期待 で きるよ うだった ら、マネ ジメン ト・プ ロセ スの余 計

な関与でや る気 さえ摘み取 る必要 が あるのか、考 えてみ るべ きで あろ う。

7知 識ベース経営 を企業文化 と して定着 させ る

知識 べ一 ス経営 とは絶 えず現状 を見 直 し、改善 してい くプ ロセ スで あ り、 このプ

ロセ スを支 えてい るのは、他 な らぬ個 人、集 団、組 織 の知識 レイ ヤー で ある。 この

知識 レイヤーが、個 人か ら集 団、集 団か ら組織 へ、知識 を共有 ・拡散 し、新 しい顧

客価値 の創 造につ なげてい くスパイ ラル を絶 えな く持続 できるか どうかが、知識べ一

ス経営 を成功 させ うるカギ となるのであ る。 このスパイ ラル を持続的 に実践 してい

く企業 は、 自社 の文化 として定着 し、他社 が簡 単に真似 ので きない 自社独特 の経 営

資源 とな る反 面、そ うでは ない企業 は一過性 の改善で終わ り、いつ の間か他律 と指

示待 ちのマネ ジメ ン トに戻 って しま うだろ う。

1っ のマネ ジメ ン ト手 法 を企 業文化 として浸透 し、定着す るまで には長い年月 が

必要で ある。 それ は人 々の思考や行 動様式 を変 える ものであ るだ けに一層難 しい も

のが ある。 したがって、企 業文化 と して知識べ 一ス経営が定着す るまでには、PDC

Aサ イ クル を根気 よ く持 続す る しか ない。 また 、上記 で取 り上 げた リー ダー シ ップ

や マネ ジメン ト仕組み の革新 を通 じて、知 識べ一 ス経営 を企業文化 として定着 させ

てい く推進 力 として活用す ることも重 要であ る。長 い道程 であ るが、小 さな発見や

問題指摘 も疎か に しない 、徹底 的に議論 し実践 しなが ら改善 してい く習性 と不文律

が、組織 に体化 され てい る時、その企業 の競争力 は計 り知れ ない ものが あるだ ろ う。
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VIお わ りに

以上 、 中小企 業の実態調査 に基 づ き、知識 べ一ス経営 の現状 と、その実践 に向け

て リー ダーシ ップの あ り方やマネ ジメ ン ト上の改善課題 を提起 した。結論 的 にい う

と、中小企業 にお ける知識ベー ス経営 は、単発 的な アイデ ア、改善、または提案 を

マネ ジ メン ト仕組 み として積極 的に組 み込み、考 える組織 、進化す る組織 へ、 ソフ

ト面 の改革 を行 うことだ と言 え る。

一方
、長 い不 景気か らよ うや く景気 回復 が本格 化 している と言 われ てい る。 また

一部 では戦後最長 の景気拡大局 面が続 いてい る とも報道 され てい るが
、果た して ど

の中小企 業の経 営者 が景気 回復 を実感 してい るだ ろ うか。 この こ とは大企 業 を中心

とす る景気 回復 の波及 効果 が、中小企 業に未 だ に及 んでい ないか、また は大企業 中

心 の景気 回復効果 の恩恵 を中小企業 が享受 し難iくな ってい る とい う構造 変化 に起因

す るもの と考 え られ る。

中小企 業が、大企業 の保護 の傘 で守 られていた時代 は終 わ りを告 げ よ うとしてい

る、いやす でに終わ ってい るか も しれ ない。 安定 した取 引関係 の維持 は はるか昔 の

話 にな りつつ あ り、今 までや って きた こ とを黙 々 と真面 目にや るだ けで生 き残れ る

時代 ではな くな ってい る。代 わ りに 自社 に価格 、品質 、納期 、そ して独 特の価値 の

優位 性 があ るか ど うかが全 てを代弁す る時代 になってい るのであ る。 この時代だか

らこそ 、 自社独 特の価値 を創 造 し、誰 に対 して も交渉力 を高めてお くこ とが重要で

あ る。 自社独 特の価値創 造 は、偶然 の結果 とい うよ りも、 日々の意識 的実践 の積み

重ね で実現 され うる ものであろ う。社員 の力 を信 じ、そ の知識 を 日々の改善 と業務

革新、 そ して新 しい顧 客価値 の創造へ昇華 してい くスパイ ラル を持続 的 に行 ってい

くこ とこそ、サバイバル競争 で勝 ち残れ る有力 なマネ ジメン ト手法 で ある。 この点

にお いて、本稿 は、 中小企業 の経 営者 が何 を、 ど う取 り組 んでい くべ きか に関 して

手掛 か りを提供 す るものだ と考 えてい る。

48


